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〈編集後記〉 

発行が大変遅くなりました。ご執筆頂きました先生方には大変申し訳ありません。 

 徐先生等および町田先生の両論文について、的確なコメントは私の能力をはるかに超えます

ので、両論文から受けた感想を述べて「編集後記」と致します。 

やはり「東京一極集中」が大きな関心事です。政治の中心と経済の中心を分離すべきか否か。

それには国家的政策として、企業の経済的行動をどの程度規制・誘導できるのか、ということ

ではないでしょうか。言い換えれば、企業の CSR に代表されるような行動や防災（減災）をど

の程度国家的政策として重要視できるのかです。そういった意味では、中国を扱った徐先生方

の論文で言及されているように、地域差や長期・短期の問題はあるものの、国家の環境規制

environmental regulation がどの程度国内に浸透し、経済開発との両立が可能か否かが大きな課題

となってきます。その核心は、技術がもたらす社会変革 technological innovation ということにな

ります。 

 技術立国の日本に陰りがみえている現在、中国ほど技術の社会的還元が進んでいないことを

鑑みると、日本こそ経済開発（GDP）と環境保全の両立に向けたモデルを構築するべきでしょ

う。深刻な公害を起こさなかった「環境モデル都市」北九州市などはその先頭を走っているの

ではないでしょうか。日本型国土開発が公害や無駄な公共事業を誘発してきましたが、町田論

文で言及されているように、リージョナルな地方自治体主導型の連携が「期待の星」になるの

かも知れません。 （福島義和） 
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